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第１章  中小企業の従業者数 

 
１．中小企業の１企業当たり従業者数（産業大分類別） 

 
・ 中小企業の１企業当たりの従業者数は８．２人、そのうち正社員は３．９人、パート・アル

バイトは２．０人 
・ 建設業の臨時雇用者、情報通信業の正社員及び他社からの派遣、運輸業の正社員及びパー

ト・アルバイトが他の産業に比べて多い 
・ 不動産業の個人事業主、無給家族従業者及び有給役員、飲食店・宿泊業の個人事業主及びパ

ート・アルバイトが他の産業に比べて多い 
 

平成１３年１０月（平成１３年事業所・企業統計調査時）に事業を行っていた中小企業のうち、

平成１６年９月（平成１６年中小企業実態基本調査時）に継続して事業を行っていた中小企業の

従業者数は、平成１６年３月３１日現在３１，０６５千人、１企業当たり従業者数は８．２人、

そのうち、正社員は３．９人、パート・アルバイトは２．０人、両者を合わせた常用雇用者は５．

９人である。 
産業大分類別にみると、建設業は１企業当たり従業者数８．４人のうち、臨時雇用者が０．７

人（１企業当たり従業者数に占める割合８．３％）、情報通信業は、同２１．６人のうち、正社員

が１４．６人（同６７．７％）、他社からの派遣が１．７人（同７．８％）を占め、他の産業に比

べてその割合が高い。また、運輸業は、同２８．１人のうち、常用雇用者が２４．０人（同８５．

６％）を占める。不動産業は、同３．１人のうち、個人事業主が０．６人（同１９．２％）、無給

家族従業者が０．２人（同７．１％）、有給役員が０．８人（同２６．７％）を占める。飲食店・

宿泊業は、同５．６人のうち、個人事業主が０．９人（同１５．８％）、パート・アルバイトが２．

５人（同４５．６％）を占め、それぞれ他の産業に比べてその割合が高い。 
 

解説 

平成１３年１０月（平成１３年事業所・企業統計調査時）に事業を行っていた中小企業４３５

万社のうち、平成１６年９月（平成１６年中小企業実態基本調査時）に継続して事業を行ってい

た中小企業３７９万社が母集団企業である。 
平成１３年１０月時点で調査範囲とした４３５万社とは、平成１３年事業所・企業統計のうち、

日本標準産業分類における建設業、製造業、情報通信業、運輸業の一部（道路旅客運送業、道路

貨物運送業、水運業、倉庫業、運輸に付帯するサービス業）、卸売・小売業、不動産業、飲食店・

宿泊業、サービス業の一部（専門サービス業（他に分類されないもの）、洗濯・理容・美容・浴

場業、その他の生活関連サービス業、娯楽業、廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業（別

掲を除く）、物品賃貸業、広告業、その他の事業サービス業）で、中小企業基本法に基づく中小

企業で、中小企業実態基本調査の調査対象となった企業数。 
継続企業は、調査範囲となった企業数のうち、平成１６年中小企業実態基本調査の実施時点で、

継続して事業活動を行っていた企業のこと。 
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第１－１表 中小企業の１企業当たり従業者数（産業大分類別） 
①従業者数（人） 

        

  
産業分類 

従業 

者数 
個人 

事業主 

無 給 

家 族 

従業員

有給

役員

常 用

雇用者 正社員
パ ー ト 

アルバイト 

臨 時 

雇用者 

他 社

からの

派 遣

合 計 8.20 0.63 0.21 0.92 5.91 3.93 1.98 0.33 0.20

 建設業 8.36 0.40 0.11 1.49 5.53 4.86 0.66 0.70 0.14

 製造業 14.41 0.50 0.20 1.48 11.28 8.52 2.75 0.29 0.67

 情報通信業 21.61 0.09 0.02 2.33 16.89 14.64 2.26 0.58 1.70

 運輸業 28.07 0.37 0.06 1.76 24.03 19.04 4.99 1.00 0.85

 卸売業 11.68 0.30 0.12 1.86 8.89 6.90 1.99 0.30 0.21

 小売業 5.65 0.70 0.30 0.64 3.78 1.82 1.97 0.19 0.04

 不動産業 3.11 0.59 0.22 0.83 1.34 0.88 0.46 0.06 0.06

 飲食店・宿泊業 5.57 0.88 0.28 0.28 3.69 1.14 2.54 0.35 0.09

 サービス業 7.50 0.73 0.16 0.65 5.54 3.45 2.08 0.29 0.13

②構成比（％） 
        

  
産業分類 

従業 

者数 
個人 

事業主 

無 給

家 族

従業員

有給

役員

常 用

雇用者 正社員
パ ー ト 

アルバイト 

臨 時 

雇用者 

他 社

からの

派 遣

合 計 100.0 7.7 2.6 11.2 72.1 47.9 24.2 4.0 2.4

 建設業 100.0 4.8 1.3 17.8 66.1 58.1 7.9 8.3 1.7

 製造業 100.0 3.5 1.4 10.3 78.3 59.1 19.1 2.0 4.6

 情報通信業 100.0 0.4 0.1 10.8 78.2 67.7 10.4 2.7 7.8

 運輸業 100.0 1.3 0.2 6.3 85.6 67.8 17.8 3.5 3.0

 卸売業 100.0 2.5 1.1 15.9 76.1 59.1 17.1 2.5 1.8

 小売業 100.0 12.3 5.4 11.3 66.9 32.1 34.8 3.3 0.7

 不動産業 100.0 19.2 7.1 26.7 43.2 28.5 14.7 2.0 1.9

 飲食店・宿泊業 100.0 15.8 5.0 5.1 66.1 20.5 45.6 6.3 1.6

 サービス業 100.0 9.7 2.1 8.7 73.8 46.0 27.8 3.9 1.8

（注）各項目単位に平均値を算出し四捨五入しているため、内訳と計が一致しない場合がある。 

第１－１図 中小企業の１企業当たり従業者数（産業大分類別） 
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２．中小企業の１企業当たり従業者数（従業者規模別） 

 
・ 法人企業の従業者１６．６人のうち、正社員が９．１人、パート・アルバイトが４．１人 
・ 個人企業の従業者３．０人のうち、正社員が０．８人、パート・アルバイトが０．７人 

 
中小企業の１企業当たりの従業者数は、８．２人（うち常用雇用者は５．９人）である。また、

法人企業の従業者数は、１６．６人（うち常用雇用者は１３．１人）、個人企業の従業者数は、３．

０人（うち常用雇用者は１．４人）である。 
従業者数の内訳をみると、法人企業では従業者数１６．６人のうち、正社員が９．１人（１企

業当たり従業者数に占める割合５４．７％）、パート・アルバイトが４．１人（同２４．６％）を

占め、個人企業では、従業者数３．０人のうち、個人事業主が１．０人（同３３．８％）、正社員

が０．８人（同２４．９％）、パート・アルバイトが０．７人（同２２．７％）を占める。 
法人企業の従業者規模別にみると、常用従業者数５人以下の規模では、従業者数４．６人のう

ち、有給役員が２．１人（同４５．０％）を占め、同５１人以上の規模では、従業者数１４５．

０人のうち、正社員が８７．４人（同６０．３％）、パート・アルバイトが４４．１人（同３０．

４％）を占め、他の従業者規模に比べてその割合が高い。 

第１－２表 中小企業の１企業当たり従業者数（従業者規模別） 
①従業者数（人） 

        

  
規模区分 

従業 

者数 
個 人 

事業主 

無 給 

家 族 

従業員

有給

役員

常 用

雇用者 正社員
パ ー ト 

アルバイト 

臨 時 

雇用者 

他 社

からの

派 遣

合 計 8.20 0.63 0.21 0.92 5.91 3.93 1.98 0.33 0.20

 法人企業 16.56 － － 2.40 13.13 9.06 4.07 0.56 0.47

  5 人以下 4.55 － － 2.05 2.11 1.54 0.56 0.30 0.09

  6～20 人 13.95 － － 2.54 10.65 7.68 2.97 0.49 0.26

  21～50 人 36.17 － － 3.30 31.07 21.63 9.43 0.97 0.83

  51 人以上 144.98 － － 4.44 131.42 87.35 44.07 3.39 5.73

 個人企業 3.01 1.02 0.34 … 1.43 0.75 0.68 0.19 0.03

②構成比（％） 
        

  
規模区分 

従業 

者数 
個 人 

事業主 

無 給 

家 族 

従業員

有給

役員

常 用

雇用者 正社員
パ ー ト 

アルバイト 

臨 時 

雇用者 

他 社

からの

派 遣

合 計 100.0 7.7 2.6 11.2 72.1 47.9 24.2 4.0 2.4

 法人企業 100.0 － － 14.5 79.3 54.7 24.6 3.4 2.8

  5 人以下 100.0 － － 45.0 46.3 33.9 12.4 6.7 2.0

  6～20 人 100.0 － － 18.2 76.4 55.1 21.3 3.5 1.9

  21～50 人 100.0 － － 9.1 85.9 59.8 26.1 2.7 2.3

  51 人以上 100.0 － － 3.1 90.6 60.3 30.4 2.3 4.0

 個人企業 100.0 33.8 11.4 … 47.6 24.9 22.7 6.2 1.0

（注）各項目単位に平均値を算出し四捨五入しているため、内訳と計が一致しない場合がある。 
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第１－２図 中小企業の従業者の構成（従業者規模別） 
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３．中小企業（法人企業）の１企業当たり従業者数（資本金階級別） 

 
・ 資本金規模５千万円超～１億円の企業は、常用雇用者の割合が８８．７％と最も高い 
・ 正社員の割合は、資本金規模が大きくなるに従って高くなる傾向がある 
・ パート・アルバイトの割合は、資本金規模が小さくなるほど高い 
・ 他社からの派遣の割合は、資本金規模が大きくなるほど高い 

 
中小企業（法人企業）の１企業当たり従業者数の内訳を資本金階級別にみると、常用雇用者の

割合は、資本金規模５千万円超～１億円の企業が従業者数８１．４人のうち、７２．２人、８８．

７％を占めて最も高い。 
正社員の割合は、資本金規模が大きくなるに従って高くなる傾向にあり、同１千万円以下の企

業の従業者数１０．１人のうち正社員が４．６人、４５．２％であるのに対し、同３億円超の企

業では従業者数８７．６人のうち、６４．５人、７３．６％を占める。 
パート・アルバイトの割合は、資本金規模が小さくなるに従って高くなり、同１千万円以下の

企業が従業者数１０．１人のうち２．８人、２７．７％を占めて最も高い。 
また、他社からの派遣の割合は、資本金規模が大きくなるに従って高くなり、同３億円超の企

業では、従業者数８７．６人のうち７．０人、８．０％を占める。 
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第１－３表 中小企業（法人企業）の１企業当たり従業者数（資本金階級別） 
①従業者数（人） 

      

  
資本金 

従業 

者数 
有給 

役員 

常 用

雇用者 正社員
パ ー ト

アルバイト

臨 時 

雇用者 

他 社

からの

派 遣

合 計 16.56 2.40 13.13 9.06 4.07 0.56 0.47

 １千万円以下 10.13 2.15 7.38 4.58 2.80 0.40 0.19

 １千万円超～３千万円 29.22 3.19 24.25 17.44 6.80 0.91 0.87

 ３千万円超～５千万円 52.63 3.69 45.62 33.85 11.77 1.59 1.73

 ５千万円超～１億円 81.44 3.96 72.21 56.82 15.39 1.56 3.71

 １億円超～３億円 120.38 3.91 105.13 83.16 21.97 2.61 8.74

 ３億円超 87.62 3.66 73.97 64.46 9.51 2.96 7.04

②構成比（％） 
      

  
資本金 

従業 

者数 
有給 

役員 

常 用

雇用者 正社員
パ ー ト

アルバイト

臨 時 

雇用者 

他 社

からの

派 遣

合 計 100.0 14.5 79.3 54.7 24.6 3.4 2.8

 １千万円以下 100.0 21.3 72.9 45.2 27.7 4.0 1.9

 １千万円超～３千万円 100.0 10.9 83.0 59.7 23.3 3.1 3.0

 ３千万円超～５千万円 100.0 7.0 86.7 64.3 22.4 3.0 3.3

 ５千万円超～１億円 100.0 4.9 88.7 69.8 18.9 1.9 4.6

 １億円超～３億円 100.0 3.2 87.3 69.1 18.2 2.2 7.3

 ３億円超 100.0 4.2 84.4 73.6 10.9 3.4 8.0

（注）四捨五入の影響から内訳と計が一致しない場合がある。 

第１－３図 中小企業（法人企業）の１企業当たり従業者数（資本金階級別） 
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第２章  中小企業の売上高及び利益の状況 

 

１．中小企業の１企業当たり及び従業者１人当たり売上高（産業大分類別） 

 
・ 中小企業の売上高は、１企業当たり１４６．０百万円、従業者１人当たり１，７８１万円 

 
中小企業の１企業当たりの売上高は１４６．０百万円である。 
１企業当たりの売上高が最も大きい産業は、卸売業（６５８．５百万円）、次いで情報通信業（３

２２．８百万円）と運輸業（３１８．２百万円）の順である。 
一方、１企業当たりの売上高が最も小さい産業は、飲食店・宿泊業（２６．０百万円）であり、

次いで不動産業（６３．１百万円）となっている。 
中小企業の従業者１人当たりの売上高は、１，７８１万円である。 
従業者１人当たりの売上高が最も大きい産業は、卸売業（５，６３９万円）、次いで不動産業（２，

０３２万円）と建設業（１，９７９万円）の順である。 
一方、従業者１人当たりの売上高が最も小さい産業は、飲食店・宿泊業（４６６万円）であり、

次いでサービス業（１，１３２万円）となっている。 
卸売業の売上高は、１企業当たり及び従業者１人当たりともに調査対象産業の中で最も大きく、

飲食店・宿泊業の売上高は、１企業当たり及び従業者１人当たりともに調査対象産業の中で最も

小さい。 

第２－１表 中小企業の１企業当たり及び従業者１人当たりの売上高、経常利益及び

付加価値（産業大分類別） 
１企業当たり 従業者１人当たり 

産業分類 売上高 

（百万円） 

経常利益

（百万円）

付加価値

（百万円）

売上高 

（万円） 

経常利益 

（万円） 

付加価値

（万円） 

合計 146.0 4.4 25.4 1,780.7 54.2 309.7

 建設業 165.5 3.5 22.9 1,978.5 41.3 274.0

 製造業 251.8 9.0 37.4 1,747.4 62.3 259.8

 情報通信業 322.8 13.1 88.2 1,493.6 60.5 407.9

 運輸業 318.2 9.1 69.4 1,133.7 32.4 247.1

 卸売業 658.5 5.8 58.8 5,638.5 49.9 503.4

 小売業 81.4 2.7 16.5 1,439.6 47.0 291.5

 不動産業 63.1 5.7 23.7 2,032.1 184.6 762.8

 飲食店・宿泊業 26.0 1.3 11.2 466.0 23.7 200.5

 サービス業 84.9 5.3 25.5 1,131.9 71.3 339.9
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第２－１図 中小企業の１企業当たり売上高（産業大分類別） 
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第２－２図 中小企業の従業者１人当たり売上高（産業大分類別） 
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２．中小企業の１企業当たり及び従業者１人当たり経常利益（産業大分類別） 

 
・ 中小企業の経常利益は、１企業当たり４．４百万円、従業者１人当たり５４．２万円 

 
中小企業の１企業当たりの経常利益は、４．４百万円である。 
１企業当たりの経常利益が最も大きい産業は、情報通信業（１３．１百万円）、次いで運輸業（９．

１百万円）、製造業（９．０百万円）の順になっている。 
１企業当たりの経常利益が最も小さい産業は、飲食店・宿泊業（１．３百万円）、次いで小売業

（２．７百万円）である。 
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中小企業の従業者１人当たりの経常利益は、５４．２万円である。 
従業者１人当たりの経常利益が最も大きい産業は、不動産業（１８４．６万円）、次いでサービ

ス業（７１．３万円）と製造業（６２．３万円）の順である。 
一方、従業者１人当たりの売上高が最も小さい産業は、飲食店・宿泊業（２３．７万円）であ

り、次いで運輸業（３２．４万円）となっている。 

第２－３図 中小企業の１企業当たり経常利益（産業大分類別） 
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第２－４図 中小企業の従業者１人当たり経常利益（産業大分類別） 
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３．中小企業の１企業当たり及び従業者１人当たり付加価値（産業大分類別） 

 
・ 中小企業の付加価値は、１企業当たり２５．４百万円、従業者１人当たり３０９．７万円 
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中小企業の１企業当たりの売上高から売上原価を減じた所得分（以下「付加価値1」という。）は、

全調査対象産業平均で２５．４百万円である。１企業当たりの付加価値が最も大きい産業は、情

報通信業、次いで運輸業、卸売業の順になっている。 
一方、１企業当たりの付加価値が最も小さい産業は、飲食店・宿泊業、次に小売業である。飲

食店・宿泊業は、１企業当たりの売上高、経常利益、付加価値ともに他の産業に比べて最も低い

値になっている。 
中小企業の従業者１人当たりの付加価値は、３０９．７万円である。従業者１人当たりの付加

価値が最も大きい産業は、不動産業、次いで卸売業、情報通信業の順である。 
一方、従業者１人当たりの売上高が最も小さい産業は、飲食店・宿泊業である。 

第２－５図 中小企業の１企業当たり付加価値（産業大分類別） 
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第２－６図 中小企業の従業者１人当たり付加価値（産業大分類別） 
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1 付加価値額＝売上高－営業費用＋人件費＋租税公課＋販管費の減価償却費＋賃借料 
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第３章  中小企業（法人企業）の設備投資 

 
１．中小企業（法人企業）の１実施企業当たり設備投資の状況（産業大分類別） 

 
・ 平成１５年度の中小企業（法人企業）の設備投資額は、１実施企業当たり２，５４３万円、

対前年度比２．９％減 
・ １企業当たり設備投資額が増加している産業は、建設業、製造業、運輸業及び不動産業 

 
平成１５年度の中小企業（法人企業）の設備投資額は、１実施企業当たり２，５４３万円、対

前年度比２．９％減である。 
産業大分類別にみると、１実施企業当たり設備投資額が増加している産業は、建設業（対前年

度比２．０％増）、製造業（同１６．３％増）、運輸業（同１２．５％増）、不動産業（同１１．５％

増）である。一方、卸売業（同３５．９％減）及び情報通信業（同３０．５％減）は大幅に減少

している。 
１実施企業当たりの設備投資額の規模をみると、不動産業が６，３６８万円と最も大きく、次

いで運輸業、製造業の順になっている。一方、設備投資額が小さいのは、建設業（１，１０１万

円）、飲食店・宿泊業（１，２８８万円）である。 

第３－１表 中小企業（法人企業）の設備投資状況（産業大分類別） 

合　計 334,757 23.1 87,706 100.0 2,620 418,302 28.8 106,380 100.0 2,543 25.0 21.3 ▲ 2.9
建設業 70,458 24.0 7,601 8.7 1,079 91,274 31.1 10,049 9.4 1,101 29.5 32.2 2.1
製造業 85,378 31.1 26,418 30.1 3,094 104,263 38.0 37,510 35.3 3,598 22.1 42.0 16.3
情報通信業 7,787 30.5 1,611 1.8 2,068 9,830 38.6 1,412 1.3 1,437 26.2 ▲ 12.3 ▲ 30.5
運輸業 18,329 41.0 6,177 7.0 3,370 23,152 51.8 8,779 8.3 3,792 26.3 42.1 12.5
卸売業 35,909 21.0 9,097 10.4 2,533 47,239 27.6 7,668 7.2 1,623 31.6 ▲ 15.7 ▲ 35.9
小売業 39,616 15.3 7,911 9.0 1,997 49,340 19.1 8,325 7.8 1,687 24.5 5.2 ▲ 15.5
不動産業 15,213 16.0 8,686 9.9 5,710 18,962 19.9 12,075 11.4 6,368 24.6 39.0 11.5
飲食店・宿泊業 15,933 18.1 2,303 2.6 1,446 19,593 22.3 2,523 2.4 1,288 23.0 9.5 ▲ 10.9
サービス業 46,134 23.2 17,903 20.4 3,881 54,649 27.5 18,038 17.0 3,301 18.5 0.8 ▲ 14.9

産業分類

平成１４年度 平成１５年度 前年度比

設　備
投資額

（億円）

１実施企業
当　た　り

設備投資額

（万円）

設　備
投資額
（億円）

１実施企業
当　た　り

設備投資額

（万円）

実　施
企業数
（社）

実　施
企業数
（％）

設　備
投資額
（％）

１実施企業
当　た　り

設備投資額

（％）

実施企
業割合
（％）

構成比
（％）

実施企
業割合
（％）

構成比
（％）

実　施
企業数
（社）

 
（注）四捨五入の影響から内訳と計が一致しない場合がある。 
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第３－１図 中小企業（法人企業）の１実施企業当たり設備投資額（産業大分類別） 
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第３－２図 中小企業（法人企業）の設備投資実施企業数（産業大分類別） 
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２．中小製造業（法人企業）の１実施企業当たり設備投資額 

 
・ 中小製造業の１実施企業当たり設備投資額は、化学工業が最も大きく、次いで輸送用機械器

具 
 

中小企業（法人企業）にあって、平成１５年度の設備投資額が最も大きい製造業について、産

業中分類別に１実施企業当たり設備投資額をみると、化学工業が９，２２８万円で最も大きく、

次いで輸送用機械器具で７，７４６万円である。 
一方、衣服・その他の繊維製品が１，０９７万円と最も小さい。 

第３－３図 中小製造業（法人企業）の１実施企業当たり設備投資額 
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（注）標本数（回答企業）が少ない石油製品・石炭製品及びなめし革・同製品・毛皮は、不詳

扱いのため、グラフの系列から除いた。 
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３．中小企業（法人企業）の１実施企業当たり設備投資の状況（従業者規模別） 

 
・ 中小企業（法人企業）の１実施企業当たり設備投資額は、従業者規模が大きくなるに従って

大きくなり、常用従業者数５１人以上の規模で１０，４３２万円と最大 
 

中小企業（法人企業）について、従業者規模別に１実施企業当たり設備投資額をみると、平成

１５年度に増加しているのは、常用従業者数５人以下の規模で前年度比６．１％増、同２１～５

０人の規模で同１９．６％増となっている。 
また、従業者規模が大きくなるに従って、１実施企業当たり設備投資額は大きくなり、平成１

５年度の常用従業者数５人以下の規模では７０８万円に対し、同５１人以上の規模では１０，４

３２万円となっている。 

第３－２表 中小企業（法人企業）の設備投資状況（従業者規模別） 

規模区分

334,757 23.1 87,706 100.0 2,620 418,302 28.8 106,380 100.0 2,543 25.0 21.3 ▲ 2.9

5人以下 111,884 13.0 7,465 8.5 667 154,049 18.0 10,904 10.2 708 37.7 46.1 6.1

6～20人 124,576 31.0 18,217 20.8 1,462 148,596 37.0 19,217 18.1 1,293 19.3 5.5 ▲ 11.6

21～50人 55,220 45.8 16,790 19.1 3,041 65,315 54.2 23,745 22.3 3,636 18.3 41.4 19.6

51人以上 43,077 61.5 45,234 51.6 10,501 50,342 71.9 52,515 49.4 10,432 16.9 16.1 ▲ 0.7

実　施
企業数
（％）

設　備
投資額
（％）

１実施企業
当　た　り

設備投資額

（％）

実　施
企業数
（社）

法人企業

前年度比平成１４年度 平成１５年度

実施企
業割合
（％）

設　備
投資額

（億円）
構成比
（％）

１実施企業
当　た　り

設備投資額

（万円）

実　施
企業数
（社）

実施企
業割合
（％）

設　備
投資額

（億円）
構成比
（％）

１実施企業
当　た　り

設備投資額

（万円）

 
（注）四捨五入の影響から内訳と計が一致しない場合がある。 

第３－４図 中小企業（法人企業）の１実施企業当たり設備投資額（従業者規模別） 
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４．中小企業（法人企業）の１実施企業当たり新規リース契約の状況（産業大分類別） 

 
・ 中小企業（法人企業）の１実施企業当たり新規リース契約額は、前年度比３．２％増、産業

大分類別では建設業（同６７．６％増）の伸びが最も高い 
・ １実施企業当たり新規リース契約額は、運輸業（１，８９３万円）、情報通信業（１，５７

５万円）が高い 
 

平成１５年度の中小企業（法人企業）の新規リース契約は、実施企業数２７．７万社（前年度

比５０．９％増）、新規リース契約額２．０兆円（同５５．７％増）である。 
１実施企業当たり新規リース契約額は、７１５万円、前年度比３．２％増加した。産業大分類

別にみると、建設業において同６７．６％増と大きく伸びており、次いで卸売業で同１８．４％

増、製造業で同７．５％増となっている。これら以外の産業では減少しており、小売業（前年度

比２３．６％減）、飲食店・宿泊業（同２０．７％減）の減少率が大きい。 
平成１５年度の１実施企業当たり新規リース契約額は、運輸業（１，８９３万円）、情報通信業

（１，５７５万円）が他の産業と比較して大きい。一方、飲食店・宿泊業（３６０万円）、小売業

（３９０万円）は小さい。 

第３－３表 中小企業（法人企業）の新規リース契約状況（産業大分類別） 
平成１４年度 平成１５年度 前年度比 

産業分類 
実 施

企業数

（社） 

新 規 

リース 

契約額 

（億円） 

１実施企業

当たり 

新規リース

契約額 

（万円） 

実 施

企業数

（社） 

新 規

リース

契約額

（億円）

１実施企業

当たり 

新規リース

契約額 

（万円） 

実 施 

企業数 

（％） 

新 規 

リース 

契約額 

（％） 

１実施企業

当たり 

新規リース

契約額 

（％） 

合 計 183,612 12,713 692 277,034 19,796 715 50.9 55.7 3.2

 建設業 40,878 1,382 338 54,743 3,102 567 33.9 124.4 67.6

 製造業 44,237 3,957 894 64,611 6,212 961 46.1 57.0 7.5

 情報通信業 4,292 768 1,789 6,158 970 1,575 43.5 26.3 ▲ 12.0

 運輸業 9,068 1,771 1,953 11,965 2,265 1,893 31.9 27.9 ▲ 3.1

 卸売業 25,783 1,398 542 37,420 2,403 642 45.1 71.9 18.4

 小売業 20,131 1,029 511 41,096 1,605 390 104.1 56.0 ▲ 23.6

 不動産業 4,485 206 459 7,837 333 425 74.7 61.8 ▲ 7.4

 飲食店・宿泊業 7,072 321 454 10,558 380 360 49.3 18.3 ▲ 20.7

 サービス業 27,666 1,882 680 42,645 2,527 593 54.1 34.3 ▲ 12.9

（注）四捨五入の影響から内訳と計が一致しない場合がある。 
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第３－５図 中小企業（法人企業）の１実施企業当たり新規リース契約額

（産業大分類別） 
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第３－６図 中小企業（法人企業）の新規リース実施企業数（産業大分類別） 
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５．中小企業（法人企業）の１実施企業当たり新規リース契約の実施状況（従業者規模別） 

 
・ 中小企業（法人企業）の１実施企業当たり新規リース契約額は、常用従業者数５１人以上の

企業で、前年度比２７．５％増 
・ 従業者数が小さくなるほど、１実施企業当たり新規リース契約額の規模は小さくなる 

 
平成１５年度の中小企業（法人企業）における１実施企業当たり新規リース契約額を従業者規

模別にみると、常用従業者数５１人以上の企業で前年度比２７．５％増と増加率が最も高く、次

いで同２１～５０人の企業（前年度比１０．３％増）、同５人以下の企業（同１７．４％増）であ

る。一方、同６～２０人の企業では、前年度比３．７％減少した。 
平成１５年度の１実施企業当たり新規リース契約額の規模は、常用従業者数５１人以上の企業

で３，０５８万円と最も大きく、次いで同２１～５０人（９００万円）、同６～２０人（３３５万

円）、同５人以下（１８６万円）である。従業者数が小さくなるほど、１実施企業当たり新規リー

ス契約額の規模が小さい。 

第３－４表 中小企業（法人企業）の新規リース契約状況（従業者規模別） 
平成１４年度 平成１５年度 前年度比 

規模区分 
実 施 

企業数 

（社） 

新 規 

リース 

契約額 

（億円） 

１実施企業

当たり 

新規リース

契約額 

（万円） 

実 施

企業数

（社） 

新 規

リース

契約額

（億円）

１実施企業

当たり 

新規リース

契約額 

（万円） 

実 施 

企業数 

（％） 

新 規 

リース 

契約額 

（％） 

１実施企業

当たり 

新規リース

契約額 

（％） 

法人企業 183,612 12,713 692 277,034 19,796 715 50.9 55.7 3.2

 5人以下 57,324 907 158 102,197 1,899 186 78.3 109.3 17.4

 6～20人 64,302 2,236 348 95,882 3,212 335 49.1 43.7 ▲ 3.7

 21～50人 33,480 2,731 816 43,846 3,947 900 31.0 44.5 10.3

 51人以上 28,506 6,839 2,399 35,110 10,737 3,058 23.2 57.0 27.5

 （注）四捨五入の影響から内訳と計が一致しない場合がある。 

第３－７図 中小企業（法人企業）の１実施企業当たり新規リース契約額
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第４章  中小企業の取引の状況 

 
１．中小企業の受注の状況 

 
（１）中小企業の１企業当たり受注の状況（産業大分類別） 

 
・ １企業当たり受注金額は、２．０億円、そのうち国内からの受注割合、は９８．７％ 
・ １企業当たり受注金額が高い産業は、製造業、情報通信業、運輸業及び卸売業 

 
平成１５年度の中小企業（建設業を除く）のうち、受注のあった企業数は、４５万社であり、

受注金額は８８．４兆円である。同年度の中小企業（建設業を除く）の１企業当たりの受注金額

は、２．０億円、このうち国内からの受注割合は、９８．７％、海外からの受注割合は、１．３％

である。 
受注のあった企業の１企業当たり売上高・営業収益は、３．０億円であり、受注金額の３分の

２に相当している。 
平成１５年度の中小企業（建設業を除く）の１企業当たりの受注金額を産業大分類別にみると、

製造業（２．５億円）、情報通信業（２．４億円）、運輸業（３．０億円）、卸売業（３．０億円）

が高い。これを産業中分類別にみると、１企業当たり受注金額が高い産業は、製造業では化学工

業（９．０億円）、情報通信機械器具製造業（９．７億円）、情報通信業では通信業（６．０億円）、

運輸業では水運業（１６．５億円）、卸売業では飲食料品卸売業（４．７億円）、建築材料・鉱物

金属材料等卸売業（４．２億円）である。 
１企業当たりの海外からの受注金額について産業大分類別にみると、卸売業が８３７万円と高

く、これを産業中分類別でみると、機械器具卸売業が１，３８２万円と大きい。 
産業大分類別に受注のあった企業について、１企業当たり受注金額と売上高・営業収益を比較

すると、製造業では、受注金額が売上高・営業収益の８割以上に達している。 

第４－１表 中小企業の１企業当たり受注状況（産業大分類別・建設業を除く） 

産業分類 

受注のあった

企業数 

（社） 

１企業当たり 

受注金額 

（万円） 

１企業当たり 

売上高・営業収益 

（万円） 

合 計 449,262 19,687 29,566 

 製造業 233,261 24,921 30,301 

 情報通信業 15,527 23,669 33,460 

 運輸業 16,876 30,062 60,737 

 卸売業 37,963 30,078 74,026 

 小売業 43,140 6,308 14,589 

 不動産業 6,322 7,252 17,846 

 飲食店・宿泊業 10,144 2,876 4,300 

 サービス業 86,029 7,764 12,485 

（注）四捨五入の影響から内訳と計が一致しない場合がある。 
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第４－１図 中小企業の１企業当たり受注金額（産業大分類別・建設業を除く） 

60,737

23,669

7,764

30,06219,687 24,921 30,078

6,308 7,252
2,876

33,460

12,485

4,300

17,846
14,589

74,026

30,30129,566

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

合計 製造業 情   報

通信業

運輸業 卸売業 小売業 不動産業 飲食店・

宿泊業

サービス

業

（万円）

１企業当たり受注金額 １企業当たり売上高・営業収益

 
 
（２）中小企業の１企業当たり受注の状況（従業者規模別） 

 
・ １企業当たりの受注金額は、法人企業で３．３億円、個人企業で２千万円 
・ 法人企業１企業当たりの受注金額は、従業者規模が大きい企業ほど高く、常用従業者数５１

人以上の企業で１９．５億円 
 

平成１５年度の中小企業（建設業を除く）の１企業当たりの受注金額は、法人企業で３．３億

円、個人企業で２千万円である。 
法人企業の１企業当たりの受注金額を従業者規模別にみると、常用従業者数５人以下の規模で

６千万円、同６～２０人で１億７千万円、同２１～５０人で４．８億円、同５１人以上で１９．

５億円と、従業者規模が大きい企業ほど１企業当たりの受注金額が大きい。 
法人企業１企業当たりの海外からの受注金額では、常用従業者数５１人以上の規模が３千万円

と高くなっている。 
受注のあった企業について、１企業当たり受注金額と売上高・営業収益を比較すると、個人企

業と法人企業の常用従業者数５人以下の規模では、受注金額が、売上高・営業収益の８割以上に

達している。 
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第４－２表 中小企業の１企業当たり受注状況（従業者規模別・建設業を除く） 

規模区分 

受注のあった

企業数 

（社） 

１企業当たり 

受注金額 

（万円） 

１企業当たり 

売上高・営業収益 

（万円） 

合計 449,262 19,687 29,566 

 法人企業 260,448 32,520 49,204 

  5 人以下 123,785 6,192 7,449 

  6～20 人 81,743 16,838 24,227 

  21～50 人 29,825 48,221 71,523 

  51 人以上 25,095 194,805 310,008 

 個人企業 188,815 1,986 2,476 

（注）四捨五入の影響から内訳と計が一致しない場合がある。 

第４－２図 中小企業の１企業当たり受注金額（従業者規模別・建設業を除く） 
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（３）中小企業（法人企業）の１企業当たり受注の状況（資本金規模別） 

 
・ 中小企業（建設業を除く）１企業（法人企業）当たり受注金額は、資本金規模が大きくなる

のに従って増加 
 

平成１５年度の中小企業（建設業を除く）の１企業（法人企業）当たりの受注金額を資本金階

級別にみると、資本金規模が大きい企業ほど１企業（法人企業）当たり受注金額が大きく、資本

金規模１億円超～３億円の企業で３５．３億円、同３億円超の企業で３７．９億円である。 
１企業（法人企業）当たりの海外からの受注金額についても、資本金規模が大きくなるのに従

って大きくなり、資本金規模１億円超～３億円、及び同３億円超の企業でそれぞれ７千万円とな

っている。 
受注のあった企業について、１企業（法人企業）当たり受注金額と売上高・営業収益を比較す

ると、資本金規模が小さい方が、売上高・営業収益に占める受注金額の割合が大きくなる傾向に

ある。 
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第４－３表 中小企業（法人企業）の１企業当たり受注状況（資本金規模別・建設業を除く） 

資本金 

受注のあった

企業数 

（社） 

１企業当たり 

受注金額 

（万円） 

１企業当たり 

売上高・営業収益 

（万円） 

合 計 260,448 32,520 29,566 

 １千万円以下 192,517 11,503 8,965 

 １千万円超～３千万円 40,189 45,234 70,610 

 ３千万円超～５千万円 14,588 100,761 160,356 

 ５千万円超～１億円 9,682 177,524 289,125 

 １億円超～３億円 2,563 352,708 496,452 

 ３億円超 908 379,159 567,931 

（注）四捨五入の影響から内訳と計が一致しない場合がある。 

第４－３図 中小企業（法人企業）の１企業当たり受注金額（資本金規模別・建設業を除く） 
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２．中小企業（主たる事業が建設業）の１企業当たり工事の受注の状況（従業者規模別） 

 
・ 平成１５年度の中小企業（主たる事業が建設業）の完成工事高における１企業当たり工事受

注金額は、法人企業で２６０百万円、個人企業で２５百万円 
・ 工事１件当たりの受注金額は、法人企業で３４８万円、個人企業で９４万円 
・ １企業（法人企業）当たりの工事受注金額、同受注１件当たり金額は、従業者規模が大きく

なるのに従って上昇 
 

平成１５年度の中小企業（主たる事業が建設業）の完成工事高における１企業当たり工事受注

金額は、法人企業で２６０百万円、個人企業で２５百万円である。 
中小企業１企業の受注１件当たり受注金額は、調査対象産業全体（合計）で３１１万円、法人

企業で３４８万円、個人企業で９４万円である。 
１企業（法人企業）当たりの工事受注金額について、従業者規模別にみると、常用従業者数５
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１人以上の企業で３，２９３百万円、同５人以下の企業で７７百万円であり、従業者規模が大き

くなるほど、１企業当たりの工事受注額が大きい。 
また、１企業（法人企業）当たりの受注１件当たり金額についても同様の傾向にあり、従業者

数５１人以上の企業で８６４万円、５人以下の企業で１６１万円である。 
次に、１企業当たり工事受注額の内訳をみると、法人企業では受注額２６０百万円、うち元請

工事が１３４百万円、公共工事が９０百万円である。１企業当たり工事受注額で、公共工事比率

が最も高いのは従業者数２１～５０人の企業（４０．０％）である。 

第４－４表 中小企業（主たる事業が建設業）の工事受注状況（従業者規模別） 
  

規模区分 

受注のあった 

企業数 

（社） 

発注元数 １企業当たり

発注元数 

受注金額

（億円） 
１企業当たり

受注金額 

（百万円） 

受注１件 

当たり金額

（万円） 

合 計 363,945 21,440,274 59 666,354 183 310.8 

 法人企業 244,918 18,303,296 75 636,729 260 347.9 

  5人以下 142,930 6,790,592 48 109,407 77 161.1 

  6～20人 82,804 7,539,819 91 255,668 309 339.1 

  21～50人 14,962 2,363,222 158 132,626 886 561.2 

  51人以上 4,222 1,609,663 381 139,027 3,293 863.7 

 個人企業 119,027 3,136,978 26 29,625 25 94.4 

（注）四捨五入の影響から内訳と計が一致しない場合がある。 

第４－５表 中小企業（主たる事業が建設業）の１企業当たり工事受注状況（従業者規模別） 
元請工事 下請工事 再掲：公共工事計 

規模区分 
受注金額

（万円）
受注 

金額 

（万円） 

元請工

事比率

（％） 

うち公共

工事 

（万円）

受注 

金額 

（万円）

下請工

事比率

（％） 

うち公共

工事 

（万円）

受注 

金額 

（万円） 

公共工

事比率 

（％） 

下請工

事比率

（％） 

合 計 18,309 9,451 51.6 4,132 8,858 48.4 2,037 6,169 33.7 33.0 

 法人企業 25,998 13,383 51.5 6,081 12,614 48.5 2,944 9,025 34.7 32.6 

  5人以下 7,655 3,630 47.4 1,035 4,024 52.6 551 1,586 20.7 34.7 

  6～20人 30,876 14,856 48.1 7,503 16,020 51.9 4,310 11,813 38.3 36.5 

  21～50人 88,642 46,917 52.9 25,131 41,725 47.1 10,347 35,478 40.0 29.2 

  51人以上 329,292 195,833 59.5 81,521 133,458 40.5 30,934 112,455 34.2 27.5 

 個人企業 2,489 1,360 54.6 120 1,129 45.4 171 291 11.7 58.8 

（注）四捨五入の影響から内訳と計が一致しない場合がある。 

第４－４図 中小企業（主たる事業が建設業）の１企業当たり工事受注額（従業者規模別） 
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第４－５図 中小企業（主たる事業が建設業）の１件当たり工事受注金額（従業者規模別） 
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第４－６図 中小企業（主たる事業が建設業）の公共工事比率（従業者規模別） 
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３．中小企業の１実施企業当たり委託の状況 

 
（１）中小企業の１実施企業当たり委託の状況（産業大分類別） 

 
・ 平成１５年度の中小企業における、委託の１実施企業当たり委託額は、５，７７９万円 
・ １実施企業当たりの委託額は、運輸業（１．８億円）が最も大きく、飲食店・宿泊業（３９

４万円）が最も小さい 
・ 海外への１実施企業当たり委託額は、卸売業（１，４８８万円）及び製造業（４６４万円）

が大きい 
 

平成１５年度に委託を実施した中小企業は、４２．４万社（中小企業全体の１１．２％）、委託

金額は、２４．５兆円に達し、このうち国内への委託額が２３．２兆円、海外への委託額が１．

３兆円となっている。 
平成１５年度の委託状況を１実施企業当たりでみると、委託先事業者数は９事業者、委託額は

５，７７９万円であり、このうち国内への委託額が５，４７３万円、海外への委託額が３０６万

円である。 
１実施企業当たりの委託について産業大分類別にみると、委託先事業者数は、運輸業で最も多

く１４事業者、飲食店・宿泊業で最も少なく２事業者である。 
１実施企業当たり委託額は、運輸業（１億８，２３４万円）が最も大きい。これを産業中分類

別にみると、水運業（１７億７，５６０万円）が大きく、次いで情報通信業（９，８４１万円）、

卸売業（９，４４１万円）の順である。１実施企業当たりの委託額が小さい産業は、飲食店・宿

泊業（３９４万円）、小売業（８４８万円）である。 
１実施企業当たりの国内への委託額についても同様の傾向にあるが、１実施企業当たりの海外

への委託額は、卸売業（１，４８８万円）及び製造業（４６４万円）が大きい。卸売業及び製造

業について、海外への委託額を産業中分類別にみると、卸売業では飲食料品卸売業（２，７５０

万円）、製造業では非鉄金属製造業（５，１３３万円）で大きい。 

第４－６表 中小企業の委託状況（産業大分類別） 
     

  

産業分類 

実 施 

企業数 

（社） 

１企業 

当たり 

委託先 

事業者数 

委託金額

（億円）

１実施企業

当たり 

委託金額

（万円）

国内への

委託金額

（億円）

１実施企業

当たり 

委託金額

（万円）

海外への 

委託金額 

（億円） 

１実施企業

当たり 

委託金額

（万円）

合 計 424,183 9 245,156 5,779 232,166 5,473 12,990 306 

 建設業 34,759 5 9,726 2,798 9,629 2,770 97 28 

 製造業 138,536 11 117,786 8,502 111,353 8,038 6,433 464 

 情報通信業 11,817 11 11,629 9,841 11,545 9,769 85 72 

 運輸業 18,539 14 33,804 18,234 33,774 18,218 30 16 

 卸売業 41,349 10 39,037 9,441 32,882 7,952 6,155 1,488 

 小売業 66,089 9 5,604 848 5,600 847 4 1 

 不動産業 17,953 3 3,662 2,040 3,641 2,028 21 12 

 飲食店・宿泊業 12,178 2 479 394 377 310 102 84 

 サービス業 82,963 9 23,428 2,824 23,365 2,816 63 8 

（注）四捨五入の影響から内訳と計が一致しない場合がある。 
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第４－７図 中小企業の１実施企業当たり委託金額（産業大分類別） 
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（２）中小企業の１実施企業当たり委託の状況（従業者規模別） 

 
・ 中小企業のうち法人企業の１実施企業当たりの委託額は、従業者数規模が大きくなるに従っ

て大きくなり、従業者数５１人以上の規模で４．７億円 
・ 海外への１実施企業当たり委託額は、従業者数５１人以上の規模で大きく２，５７３万円 
・ 個人企業における１実施企業当たり委託額は、６６９万円 

 
平成１５年度の中小企業（法人企業）における、１実施企業当たりの委託について従業者規模

別にみると、１実施企業当たり委託先事業者数は、従業者数規模が大きくなるのに従って多くな

り、従業者数５１人以上の規模で３１事業者である。１実施企業当たり委託額についても、従業

者規模が大きくなるほど高く、従業者数５１人以上の規模で４．７億円である。海外への１実施

企業当たり委託額は、従業者数５０人以下の規模では、１００～３００万円程度であるが、従業

者数５１人以上の規模では、２，５７３万円と大きい。 
次に、個人企業における１実施企業当たりの委託についてみると、１実施企業当たり委託先事

業者数は６事業者で、１実施企業当たり委託額は６６９万円である。海外への１実施企業当たり

委託額は小さく２２万円である。 
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第４－７表 中小企業の委託状況（従業者規模別） 
     

  

産業分類 

実 施 

企業数 

（社） 

１企業 

当たり 

委託先 

事業者数 

委託金額

（億円）

１実施企業

当たり 

委託金額

（万円）

国内への

委託金額

（億円）

１実施企業

当たり 

委託金額

（万円）

海外への 

委託金額 

（億円） 

１実施企業

当たり 

委託金額

（万円）

合 計 424,183 9 245,156 5,779 232,166 5,473 12,990 306 

 法人企業 262,604 11 234,346 8,924 221,714 8,443 12,633 481 

  5 人以下 122,192 7 26,765 2,190 23,535 1,926 3,230 264 

  6～20 人 80,116 9 36,412 4,545 34,772 4,340 1,640 205 

  21～50 人 31,554 14 36,059 11,428 35,691 11,311 368 117 

 51 人以上 28,742 31 135,111 47,008 127,716 44,435 7,394 2,573  

個人企業 161,579 6 10,809 669 10,452 647 357 22

（注）四捨五入の影響から内訳と計が一致しない場合がある。 

第４－８図 中小企業の１実施企業当たり委託金額（従業者規模別） 
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（３）中小企業（法人企業）の１実施企業当たり委託の状況（資本金規模別） 

 
・ 中小企業（法人企業）の１実施企業当たりの委託額は、資本金規模が大きくなるに従って大

きくなり、資本金規模３億円超の企業で７．６億円 
・ １実施企業当たりの国内への委託額は、資本金規模が大きくなるに従って、委託額が上昇 
・ １実施企業あたりの海外への委託額は、資本金規模１億円超～３億円の企業が７，０６７万

円と最も多い 
 

平成１５年度の中小企業（法人企業）における、１実施企業当たりの委託額を、資本金階級別

にみると、資本金規模が大きくなるに従って大きくなり、資本金規模１千万円以下の企業では１

実施企業当たり３，０６０万円であるのに対し、同３億円超の企業では７．６億円となっている。 
１実施企業当たりの国内への委託額をみると、資本金規模が大きくなるに従って、委託額は大

きくなり、資本金規模３億円超の企業では７．２億円になる。 
１実施企業当たりの海外への委託額をみると、資本金規模１億円超～３億円の企業が７，０６

７万円と最も大きく、次いで、同３億円超の企業が３，１２８万円となっている。 

第４－８表 中小企業（法人企業）の委託状況（資本金階級別） 
     

  

資本金 

実 施 

企業数 

（社） 

１企業 

当たり 

委託先 

事業者数 

委託金額

（億円）

１実施企業

当たり 

委託金額

（万円）

国内への

委託金額

（億円）

１実施企業 

当たり 

委託金額 

（万円） 

海外への 

委託金額 

（億円） 

１実施企業

当たり 

委託金額 

（万円） 

合計 262,604 11 234,346 8,924 221,714 8,443 12,633 481

１千万円以下 185,404 8 56,741 3,060 54,204 2,924 2,538 137 

１千万円超～３千万円 44,900 14 52,048 11,592 48,592 10,822 3,456 770

３千万円超～５千万円 16,427 21 39,817 24,240 38,345 23,343 1,473 897

５千万円超～１億円 10,503 26 48,836 46,495 46,846 44,601 1,990 1,894

 

１億円超～３億円 3,799 23 25,044 65,922 22,360 58,855 2,685 7,067

 ３億円超 1,571 19 11,860 75,506 11,369 72,378 491 3,128

（注）四捨五入の影響から内訳と計が一致しない場合がある。 

第４－９図 中小企業（法人企業）の１実施企業当たり委託金額（資本金階級別） 
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＜トピックス＞ 
１．中小企業の売上高・営業収益及び設備投資額等の分布状況 

 
（１）中小企業の売上高・営業収益の分布（産業大分類別） 

 
・ 中小企業の売上高・営業収益の分布を、産業大分類別にみると、いずれの産業においても、

売上高５００万円以下から１０億円超まで広く分布 
 

平成１５年度の中小企業の売上高・営業収益（以下「売上高」という。）の分布を、産業大分類

別にみると、中小建設業では、売上高規模１千万超～３千万円の企業が最も多く、次いで、同１

億円超～５億円の企業となっている。 
また、中小製造業では、売上高規模１千万円超～３千万円の企業が最も多く、次いで、同１億

円超～５億円の企業となっている。 

第１図 中小建設業の売上高・営業収益の分布 
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第２図 中小製造業の売上高・営業収益の分布 
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中小情報通信業では、売上高規模１億円超～５億円の企業が最も多い。 
中小運輸業では、売上高規模１億円超～５億円の企業が最も多く、次いで、同５００万円以下

となっている。 

第３図 中小情報通信業の売上高・営業収益の分布 
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第４図 中小運輸業の売上高・営業収益の分布 
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中小卸売業では、売上高規模１億円超～５億円の企業が最も多く、次いで、同１千万円超～３

千万円が多くなっている。 
中小小売業では、売上高規模１千万円超～３千万円の企業が最も多くなっている。なお、同３

千万円超～５千万円、同５千万円超～１億円、同１億円超～５億円の企業は、ほぼ同程度の企業

数となっている。 

第５図 中小卸売業の売上高・営業収益の分布 
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第６図 中小小売業の売上高・営業収益の分布 
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中小不動産業では、売上高規模５００万円以下の企業が最も多く、次いで、同１千万円超～３

千万円、同５００万円超～１千万円の順になっている。売上高規模が高くなるに従って企業数が

概ね減少する傾向にある。 
中小飲食店・宿泊業では、売上高規模１千万円超～３千万円の企業が最も多く、次いで、同５

００万円超～１千万円の企業となっている。同１千万円超～３千万円をピークに、売上高規模が

変化するに従い、企業数が減少する傾向にある。 

第７図 中小不動産の売上高・営業収益の分布 
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第８図 中小飲食店・宿泊業の売上高・営業収益の分布 
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中小サービス業では、売上高規模５００万円以下の企業が最も多く、次いで、同１千万円超～

３千万円である。同５００万円以下から、売上高規模が大きくなるのに伴い、概ね企業数が減少

する傾向にある。 

第９図 中小サービス業の売上高・営業収益の分布 

209,069

167,984

59,408

56,377

8,213

7,983

130,637

57,498

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000

500万円以下

500万円超～１千万円

１千万円超～３千万円

３千万円超～５千万円

５千万円超～１億円

１億円超～５億円

５億円超～１０億円

１０億円超

（企業数）

 
 
（２）中小企業の売上高・営業収益の分布（従業者規模別） 

 
・ 中小企業の売上高の企業数の分布を、従業者規模別にみると、法人企業の常用従業者５人以

下や個人企業などでも、売上高規模５００万円以下から１０億円超まで広く分布 
 

中小企業の平成１５年度の売上高の分布を、従業者規模別にみると、常用従業者数５人以下の

規模では、売上高規模１千万円超～３千万円の企業が最も多い。同１千万円超～３千万円をピー

クに、売上高階級が下がる、あるいは、上がることに伴い、企業数が概ね減少する傾向にある。 
法人企業の常用従業者数６～２０人以下と同２１～５０人以下の規模では、売上高規模１億円

超～５億円が最も多く、そこをピークに、売上高階級が下がる、あるいは、上がることに伴い、

企業数が減少する傾向にある。 
法人企業の常用従業者数５１人以上の規模では、売上高規模１０億円超が最も多い。 
また、個人企業をみると、売上高規模１千万円超～３千万円の企業が最も多く、売上高階級が

上がることに伴い、企業数が減少する傾向にある。 
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第１０図 中小企業の売上高・営業収益の分布（法人企業５人以下） 
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第１１図 中小企業の売上高・営業収益の分布（法人企業６～２０人以下） 
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第１２図 中小企業の売上高・営業収益の分布（法人企業２１～５０人以下） 
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第１３図 中小企業の売上高・営業収益の分布（法人企業５１人以上） 
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第１４図 中小企業の売上高・営業収益の分布（個人企業） 
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（３）中小企業（法人企業）の売上高・営業収益の分布（資本金階級別） 

 
・ 中小企業（法人企業）の売上高の分布を、資本金階級別にみると、資本金規模１千万円以下

で、売上高規模５００万円以下から１０億円超まで広く分布 
 

中小企業（法人企業）の平成１５年度の売上高の分布を、資本金階級別にみると、資本金規模

１千万円以下の企業では、売上高規模１億円超～５億円の企業が最も多く、そこをピークに、売

上高階級が下がる、あるいは、上がることに伴い企業数は概ね減少する傾向にある。 
同様に、資本金規模１千万円超～３千万円の企業では、売上高１億円超～５億円が最も多くな

っている。 
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第１５図 中小企業（法人企業）の売上高・営業収益の分布（資本金１千万円以下） 
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第１６図 中小企業（法人企業）の売上高・営業収益の分布（資本金１千万円超～３千万円） 

837

1,426

8,723

7,404

21,594

27,504

96,081

29,573

0 20,000 40,000 60,000 80,000 100,000 120,000

500万円以下

500万円超～１千万円

１千万円超～３千万円

３千万円超～５千万円

５千万円超～１億円

１億円超～５億円

５億円超～１０億円

１０億円超

（企業数）

 

第１７図 中小企業（法人企業）の売上高・営業収益の分布（資本金３千万円超～５千万円） 
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第１８図 中小企業（法人企業）の売上高・営業収益の分布（資本金５千万円超～１億円） 
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第１９図 中小企業（法人企業）の売上高・営業収益の分布（資本金１億円超～３億円） 
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第２０図 中小企業（法人企業）の売上高・営業収益の分布（資本金３億円超） 

10

59

28

2,053

363

447

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

500万円以下

500万円超～１千万円

１千万円超～３千万円

３千万円超～５千万円

５千万円超～１億円

１億円超～５億円

５億円超～１０億円

１０億円超

（企業数）

 



47 

（４）中小企業（法人企業）の設備投資額の分布 

 
・ 中小企業（法人企業）の設備投資額は、設備投資実施１企業当たり 500 万円未満から１億円

以上まで幅広く分布 
 

中小企業（法人企業）の設備投資額を実施１企業当たりでみると、平成１４年度には、５００

万円未満から１億円以上まで幅広く分布している。 
この傾向は、平成１５年度も同様であるが、平成１４年度と比較すると、いずれの投資額の規

模においても企業数が増加している。 

第２１図 中小企業（法人企業）の１実施企業当たり設備投資額規模別の企業数 
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（５）中小企業（法人企業）の新規リース契約額 

 
・ 中小企業（法人企業）の新規リース契約額は、新規契約を行った１企業当たり５０万円未満

から１０００万円以上まで幅広く分布 
 

中小企業（法人企業）の新規リース契約額は、新規契約を行った１企業当たりの契約額をみる

と、平成１４年度では、５０万円未満から１０００万円以上まで幅広く分布している。 
平成１５年度は、平成１４年度と比較すると、いずれの契約額規模別においても企業数が増加

している。 
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第２２図 中小企業（法人企業）の１実施企業当たり新規リース契約額規模別の企業数 
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２．中小小売業・サービス業のチェーン組織加盟状況による実態 

 
（１）中小小売業のチェーン組織加盟状況による実態 

 
１）中小小売業のチェーン組織加盟状況（従業者規模別） 

 
中小小売業について、ボランタリー・チェーン（以下「ＶＣ」という）及びフランチャイズ・

チェーン（以下「ＦＣ」という）への加盟率をみると、ＶＣへの加盟率は、従業者規模が大きい

企業の方が高い傾向にあり、従業者数５１人以上が９．８％と最も高い。 
ＦＣへの加盟率は、従業者数２１～５０人で２３．０％、同５～２１人で１３．６％と高い。 

第１表 中小小売業のチェーン組織への加盟企業数（従業者規模別） 
（企業） 

 
区分 合計 法人企業

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
34,531 16,286 10,377 4,185 983 741 18,245

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
42,450 19,644 6,764 7,875 4,272 733 22,806

いずれも加 盟 していな

い。 
799,517 223,460 157,681 46,259 13,381 6,139 576,057

第２表 中小小売業のチェーン組織への加盟率（従業者規模別） 
（％） 

 
区分 合計 法人企業

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
3.9 6.3 5.9 7.2 5.3 9.8 3.0

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
4.8 7.6 3.9 13.6 23.0 9.7 3.7

いずれも加 盟 していな

い。 
91.3 86.3 90.2 79.8 72.0 81.0 93.3

 
２）中小小売業のチェーン組織加盟状況別の従業者数及び売上高・営業収益等（従業者規模別） 

 
① 中小小売業のチェーン組織加盟状況別の従業者数（従業者規模別） 

中小小売業のチェーン組織加盟状況による従業者数の構成比をみると、ＶＣ加盟企業が７．９％、

ＦＣ加盟企業が１１．７％である。 
従業者規模別に、チェーン組織に加盟している従業者数の構成比をみると、従業者数２１～５

０人の規模でＦＣ加盟が２０．４％、同５１人以上の規模でＶＣ加盟が１４．７％と最も高くな

っている。 
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第３表 中小小売業のチェーン組織加盟状況別の従業者数（従業者規模別） 
（人） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
389,274 294,988 44,093 51,136 33,256 166,503 94,286

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
577,760 368,613 30,469 124,836 129,356 83,952 209,147

いずれも加盟していな

い。 
4,000,396 2,629,641 661,365 608,945 472,201 887,130 1,370,755

第４表 中小小売業のチェーン組織加盟状況別の従業者数構成比（従業者規模別） 
（％） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
7.9 9.0 6.0 6.6 5.3 14.7 5.6

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
11.7 11.2 4.1 16.0 20.4 7.4 12.5

いずれも加盟していな

い。 
80.8 80.3 89.9 78.2 74.6 78.5 81.9

 
② 中小小売業のチェーン組織加盟状況別の売上高・営業収益及び経常利益（従業者規模別） 

 
中小小売業のチェーン組織加盟状況による売上高・営業収益の構成比をみると、ＶＣ加盟企業

が８．５％、ＦＣ加盟企業が１１．５％を占めている。 
従業者規模別にチェーン組織加盟企業の構成比をみると、従業者数２１～５０人の規模では、

ＦＣ加盟企業が１８．２％と高く、同５１人以上の規模ではＶＣ加盟企業が１３．９％と高い。

また、個人企業のＦＣ加盟企業が１６．９％と高い。 
経常利益をみると、従業者数５人以下のＦＣ加盟企業、同５～２０人のＶＣ加盟企業、同５１

人以上のＦＣ加盟企業では、赤字になっている。 

第５表 中小小売業のチェーン組織加盟状況別の売上高・営業収益（従業者規模別） 
（百万円） 

 
区分 合計 法人企業

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン

に加盟している。 
6,080,144 5,189,543 673,007 730,752 559,008 3,226,776 890,600

フランチャイズ・チェー

ンに加盟している。 
8,195,725 5,809,042 645,724 1,631,259 1,828,121 1,703,938 2,386,683

いずれも加盟していな

い。 
57,232,438 46,384,859 9,552,692 10,670,501 7,673,862 18,487,803 10,847,579
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第６表 中小小売業のチェーン組織加盟状況別の売上高・営業収益構成比（従業者規模別） 
（％） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
8.5 9.1 6.2 5.6 5.6 13.9 6.3

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
11.5 10.2 5.9 12.6 18.2 7.3 16.9

いずれも加盟していな

い。 
80.3 81.2 87.9 82.3 76.5 79.4 76.8

第７表 中小小売業のチェーン組織加盟状況別の経常利益（従業者規模別） 
（百万円） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
121,578 50,925 3,930 - 1,186 37,776 10,406 70,653

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
146,773 39,443 - 6,245 82,167 24,228 - 60,707 107,330

いずれも加盟していな

い。 
2,054,821 1,210,063 155,460 268,113 197,461 589,029 844,758

 
３）中小小売業のチェーン組織加盟状況別の１企業当たり従業者数及び売上高・営業収益等（従業

者規模別） 

 
中小小売業のチェーン組織加盟状況による１企業当たりの状況をみると、従業者数では、従業

者数５１人以上の規模と個人企業では、加盟、未加盟により、従業者数にかなりの差がある。 
１企業当たり売上高・営業収益では、個人企業と従業者数５人以下の規模では、ＦＣ加盟が最

も多く、次いで、ＶＣ加盟、未加盟の順である。一方、同５～２０人、同２１～５０人の規模で

は、未加盟が最も多い。同５１人以上の規模では、ＶＣ加盟が最も多い。 
１企業当たり売上原価は、売上高・営業収益と同様の傾向にある。 
１企業当たり経常利益は、個人企業では、ＶＣやＦＣ加盟企業の方が未加盟企業よりも黒字幅

が大きくなっている。 

第８表 中小小売業のＶＣ、ＦＣ加盟状況による１企業当たり従業者数（従業者規模別） 
（人） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
11.3 18.1 4.2 12.2 33.8 224.7 5.2

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
13.6 18.8 4.5 15.9 30.3 114.5 9.2

いずれも加盟していな

い。 
5.0 11.8 4.2 13.2 35.3 144.5 2.4
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第９表 中小小売業のチェーン組織加盟状況別の１企業当たり売上高・営業収益(従業者規模別) 
（百万円） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
176.1 318.7 64.9 174.6 568.7 4,354.6 48.8

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
193.1 295.7 95.5 207.1 427.9 2,324.6 104.7

いずれも加盟していな

い。 
71.6 207.6 60.6 230.7 573.5 3,011.5 18.8

第１０表 中小小売業のチェーン組織加盟状況別の１企業当たり売上原価（従業者規模別） 
（百万円） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
129.0 235.5 43.1 120.4 362.5 3,411.9 33.9

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
138.3 210.0 74.2 144.7 292.7 1,682.5 76.6

いずれも加盟していな

い。 
49.6 142.7 41.0 155.2 386.2 2,131.1 13.5

第１１表 中小小売業のチェーン組織加盟状況別の１企業当たり経常利益（従業者規模別） 
（百万円） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
3.5 3.1 0.4 - 0.3 38.4 14.0 3.9

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
3.5 2.0 - 0.9 10.4 5.7 - 82.8 4.7

いずれも加盟していな

い。 
2.6 5.4 1.0 5.8 14.8 95.9 1.5

 
（２）中小サービス業のチェーン組織加盟状況による実態 

 
１）中小サービス業のチェーン組織加盟状況（従業者規模別） 

 
中小サービス業について、ＶＣ及びＦＣへの加盟率をみると、ＶＣへの加盟率は、いずれの規

模においても０．９～１．７％となっている。 
FＣへの加盟率は、従業者規模が大きい企業の方が高い傾向にあり、従業者数５１人以上が６．

０％と最も高い。 
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第１２表 中小サービス業のチェーン組織への加盟企業数（従業者規模別） 
（企業） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
8,495 2,303 1,095 884 173 151 6,192

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
8,070 4,190 1,649 974 827 740 3,880

いずれも加盟していな

い。 
680,733 192,382 113,943 50,264 16,712 11,463 488,351

第１３表 中小サービス業のチェーン組織への加盟率（従業者規模別） 
（％） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
1.2 1.2 0.9 1.7 1.0 1.2 1.2

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
1.2 2.1 1.4 1.9 4.7 6.0 0.8

いずれも加盟していな

い。 
97.6 96.8 97.6 96.7 94.4 92.8 98.0

 
２）中小サービス業のチェーン組織加盟状況別の従業者数及び売上高・営業収益等 

 
① 中小サービス業のチェーン組織加盟状況別の従業者数（従業者規模別） 

中小サービス業のチェーン組織加盟状況による従業者数の構成比をみると、ＶＣ加盟企業が１．

４％、ＦＣ加盟企業が３．４％となっている。 
従業者規模別に、チェーン組織に加盟している従業者数の構成比をみると、従業者数５１人以

上の規模でＦＣ加盟が５．８％、ＶＣ加盟が１．８％と最も高い。 

第１４表 中小サービス業のチェーン組織加盟状況別の従業者数（従業者規模別） 
（人） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
75,540 60,470 8,303 10,857 5,707 35,603 15,070

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
179,836 165,948 9,015 14,332 29,331 113,270 13,888

いずれも加盟していな

い。 
4,978,206 3,631,869 509,147 686,974 630,600 1,805,148 1,346,337

第１５表 中小サービス業のチェーン組織加盟状況別の従業者数構成比（従業者規模別） 
（％） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
1.4 1.6 1.6 1.5 0.9 1.8 1.1

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
3.4 4.3 1.7 2.0 4.4 5.8 1.0

いずれも加盟していな

い。 
95.1 94.2 96.7 96.6 94.8 92.4 97.9

 



54 

 
② 中小サービス業のチェーン組織加盟状況別の売上高・営業収益及び経常利益（従業者規模別） 

中小サービス業のチェーン組織加盟状況による売上高・営業収益の構成比をみると、ＶＣ加盟

企業が１．３％、ＦＣ加盟企業が２．７％を占める。 
従業者規模別にチェーン組織加盟企業の構成比をみると、ＶＣ加盟では、従業者数５人以下の

規模で２．６％と最も高く、ＦＣ加盟では、同５１人以上の規模で３．８％と最も高い。 
また、経常利益をみると、従業者数５人以下と同５～２０人のＦＣ加盟企業では赤字になって

おり、法人企業全体でも、ＦＣ加盟企業では赤字になっている。 

第１６表 中小サービス業のチェーン組織加盟状況別の売上高・営業収益（従業者規模別） 
（百万円） 

 
区分 合計 法人企業

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
749,547 691,121 146,984 124,353 50,781 369,003 58,426

フランチャイズ・チェー

ンに加盟している。 
1,607,184 1,555,966 90,041 126,390 368,471 971,065 51,217

いずれも加盟していな

い。 
56,884,035 48,789,023 5,521,457 8,281,288 10,695,756 24,290,522 8,095,013

第１７表 中小サービス業のチェーン組織加盟状況別の売上高・営業収益構成比（従業者規模別） 
（％） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
1.3 1.4 2.6 1.5 0.5 1.4 0.7

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
2.7 3.0 1.6 1.5 3.3 3.8 0.6

いずれも加盟していな

い。 
96.1 95.6 95.9 97.3 96.3 94.8 98.7

第１８表 中小サービス業のチェーン組織加盟状況別の経常利益（従業者規模別） 
（百万円） 

 
区分 合計 法人企業

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
27,946 17,247 4,116 3,171 1,579 8,381 10,700

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
- 55,781 - 61,863 - 2,618 - 107,895 9,308 39,342 6,083

いずれも加盟していな

い。 
3,758,350 1,930,636 117,827 337,132 364,839 1,110,838 1,827,714

 
３）中小サービス業のチェーン組織加盟状況別の１企業当たり従業者数及び売上高・営業収益等 

（従業者規模別） 

 
中小サービス業のチェーン組織加盟状況による１企業当たりの状況を、従業者数についてみる

と、従業者数５１人以上の規模では、加盟、未加盟により従業者数にかなりの差がある。 
１企業当たり売上高・営業収益では、従業者数５人以下の規模では、ＶＣ加盟が最も多く、次

いで、ＦＣ加盟、未加盟の順になっている。一方、個人企業と、同５～２０人、同２１～５０人

の規模では、未加盟が最も多い。同５１人以上の規模では、ＶＣ加盟が最も多く、次いで、未加
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盟、ＦＣ加盟の順である。 
１企業当たり売上原価は、個人企業では、売上高・営業収益とは異なり、ＦＣ加盟、未加盟、

ＶＣ加盟の順になっている。 
１企業当たり経常利益は、法人企業の従業者数５人以下の規模を除いて、いずれの規模におい

ても未加盟企業の黒字が最も大きくなっている。 

第１９表 中小サービス業のチェーン組織加盟状況別の１企業当たり従業者数（従業者規模別） 
（人） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
8.9 26.3 7.6 12.3 33.0 235.8 2.4

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
22.3 39.6 5.5 14.7 35.5 153.1 3.6

いずれも加盟していな

い。 
7.3 18.9 4.5 13.7 37.7 157.5 2.8

第２０表 中小サービス業のチェーン組織加盟状況別の１企業当たり売上高・営業収益(従業者規模別) 
（百万円） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
88.2 300.1 134.2 140.7 293.5 2,443.7 9.4

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
199.2 371.4 54.6 129.8 445.6 1,312.2 13.2

いずれも加盟していな

い。 
83.6 253.6 48.5 164.8 640.0 2,119.0 16.6

第２１表 中小サービス業のチェーン組織加盟状況別の１企業当たり売上原価（従業者規模別） 
（百万円） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
53.7 188.4 98.7 52.0 156.0 1,675.2 3.5

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
109.8 206.8 27.4 49.3 288.7 722.5 5.0

いずれも加盟していな

い。 
48.8 162.1 23.3 86.3 432.5 1,480.6 4.1

第２２表 中小サービス業のチェーン組織加盟状況別の１企業当たり経常利益（従業者規模別） 
（百万円） 

 
区分 合計 法人企業 

5人以下 5～20人 21～50人 51人以上 
個人企業

ボランタリー・チェーン 

に加盟している。 
3.3 7.5 3.8 3.6 9.1 55.5 1.7

フランチャイズ・チェーン 

に加盟している。 
- 6.9 - 14.8 - 1.6 - 110.8 11.3 53.2 1.6

いずれも加盟していな

い。 
5.5 10.0 1.0 6.7 21.8 96.9 3.7

 



 

 


